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（報告）発電所の環境アセスメントにおける計画段階環境配慮書手続等の

新設に伴う主務省令の改正について 
 

平成２５年３月１９日 

電 力 安 全 課 

 

１．改正の概要 

平成２３年４月、「環境影響評価法の一部を改正する法律」（平成 23 年法律第 27

号）により、計画段階環境配慮書手続や環境保全措置等の結果の公表等の手続等が新

設されたことから、発電所に係る主務省令を改正し、「発電所の設置又は変更の工事の

事業に係る環境影響評価の項目並びに当該項目に係る調査、予測及び評価を合理的に

行うための手法を選定するための指針、環境の保全のための措置に関する指針等を定

める省令」（平成 10 年通商産業省令第 54 号）」の一部を改正する予定（平成２４年８

月７日～９月５日パブリックコメント実施済、平成２５年３月２１日公布予定、平成

２５年４月１日施行予定）。 

なお、改正内容については、環境省が定める基本的事項を踏まえ、発電所の事業特

性を勘案した実現可能なものとしている。 

 

２．主な改正案の内容 

（１）計画段階配慮事項の検討を行うべき段階（法第３条の２第１項関係） 

 計画段階配慮事項の検討は、発電設備等の構造若しくは配置又は事業の位置若し

くは規模を検討する段階に行うことを新たに追加。 

 

（２）計画段階配慮事項の選定等指針（法第３条の２第３項関係） 

 発電設備等の構造若しくは配置又は事業の位置若しくは規模に関する適切な複数

案（以下「構造等に関する複数案」という。）を設定することを基本とし、構造

等に関する複数案を設定しない場合は理由を明記することを新たに追加。 

 「生態系」に関する調査・予測・評価の手法選定に当たっては、重要な自然環境

のまとまりを場として把握し、これらに対する影響の程度を把握できるようにす

ることを新たに追加。 

 調査は、原則として既存資料により実施し、必要に応じて専門家等からの聴取や

現地調査等の方法により情報を収集する。予測は、可能な限り定量的に行い、評

価は、構造等に関する複数案ごとの選定事項について環境影響の程度を比較する

ことにより行うことを新たに追加。 
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（３）計画段階配慮事項について関係行政機関等の意見を求める場合の指針（法第３条

の７第１項関係） 

 一般及び関係地方公共団体の長への環境の保全の見地からの意見を求めることを

基本とし、求めない場合は理由を明らかにすることを新たに追加。 

事業者 経済産業省 環境省

配慮書の作成
主務大臣への送付

公表

意見

方法書の作成

住民・都道府県等

経済産業大臣意見
を勘案

一般から意見聴取

都道府県知事
↓↑

市町村長

配慮書の案の作成

一般からの意見概要
及び事業者の見解

一般から意見聴取

関係する地方公共
団体から意見聴取

３０日を目安

計画段階配慮事項について、基本的
には意見を求めることとする。（求め
ない場合は理由を明らかにする。）

努力義務

６０日を目安

３０日を目安

６０日を目安

③
一般意見の概要と
事業者見解を添付

配慮書の
写しの送付

４５日
（施行令第８条）

９０日
（施行令第９条）

①意見聴取

②意見提出

同時

送付

意見

経済産業大臣
意見

（環境大臣意見を勘案）

環境大臣
意見

 

（４）第二種事業の判定基準（法第４条第３項関係） 

 判定に当たり考慮すべき「重要な自然環境」の範囲を明確化。 

 

（５）環境影響評価項目等選定指針（法第１１条第１項関係） 

 評価項目及び調査・予測・評価の手法の選定に当たって整理する地域特性・事業

特性は、計画段階配慮以降の検討経緯を整理した上で、不足するものについて把

握するよう改正。 

 考慮の対象とする環境要素のうち、「騒音」を、「騒音（周波数が２０ヘルツから

１００ヘルツまでの音によるものを含む。）及び超低周波音（周波数が２０ヘル

ツ以下の音をいう。）」とするよう改正。 

 調査・予測・評価の手法の選定に当たっては、計画段階配慮事項の検討において

収集した情報及びその結果を最大限活用するよう改正。 
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（６）環境保全措置指針（法第１２条第１項関係） 

 計画段階配慮書において構造等に関する複数案の比較を行った場合は、環境保全

措置の検討に当たって、当該複数案から構造等の決定に至る過程で、どのように

環境影響が回避又は低減されているかの検討の内容についても明らかにするよう

改正。 

 

（７）報告書作成指針（法第３８条の２第１項関係） 

 発電所事業に係る工事が完了した段階で報告書を作成する。その際、当該工事に

当たって講じた環境保全措置の効果を確認し、報告書に含めるよう努める。必要

に応じて、工事中又は施設の供用後において、事後調査や環境保全措置の結果等

を公表するよう新たに追加。 

 工事中に事業主体が他の者へ引き継がれた場合又は事業主体と供用後の運営管理

主体が異なる等の場合には、当該主体との協力又は当該主体への要請等の方法及

び内容を報告書に記載するよう新たに追加。 

 

 

 事業者 経済産業省 環境省

準備書の審査

経済産業大臣
勧告の作成 環境大臣の

意見提出

評価書の届出

方法書の届出

準備書の届出

住民への公
告・縦覧

経済産業大臣勧告

評価書確認
変更命令又は
評価書確定通知

方法書の審査

経済産業大臣
勧告の作成経済産業大臣勧告

発電所の環境影響評価の手続（改正後）

届出後180日以内

届出後270日以内

届出後30日以内

調査・とりまとめ 約１年

配慮書の送付
配慮書につい
て経済産業大
臣意見の作成

環境大臣の
意見提出経済産業大臣意見

環境保全措置（環
境省令で定めるも
の）に係る報告書
の作成・公表

事業の実施

届出後90日以内

改正による
手続き追加部分


